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lv.産 業 ・ 職 業
この章 では,「問21.職業に つ く目的」,「問
22.子ど もへ の職業希望」,「問23.職業選 択の
基 準」,「問24.労使関係」,「問27.通勤 の 有
無,イ.通 勤の場所,ロ.通 勤 の所要時間」の そ





1.仕 事や職業 につ く目的
単純集計 では,「生活費 を手 に入れ る」の61.
2%を トッフ゜ に 「世 の中につ くす」10.4%,「人
間 として 向上 す る」8.8%,「人間関係 を つ く
る」7.8%,「技術を身につけ る」2.7%,「社会
的地位 をえる」2.6%と続 いて いる。 この六つ
の選択肢は,ま ず個人 中心的指 向か社会中心 的
指 向かに よ って,つ ぎに 理由が 限定的か 無 限
定かに よって,つ ぎの よ うに分類 で きるで あろ
う。
で あ る 。
(b)住居形態との関連
「持家」は 「世の中につ くす」,「人間 関係 を
つ くる」,「社会的地位 を える」 を,「借 家 」は
「技術を身につ ける」,「生 活費 を手 に入れ る」
を平均 以上 にあげてい る。
(c)世帯の年間収入との関連
















「明治以前～昭和戦前」は 「世 の 中 に つ く
す」,「人問関係 をつ くる」,「社会的地位 を え




～」は 「技術 を身に つける」,「生活費を手に
入れる」,「人聞 として 向上 する」が 平均以上
「200万未満」は 「生活費 を手に入れ る」,「人
間 として 向上 す る」を,「200～400万未満 」は
「世の中につ くす」,「生活 費 を手 に入れ る」を,
「400～600万未満 」は 「技術 を 身につ ける」,
「人 間関係 をつ くる」 を,「600～1,000万未満」
は 「世の中に つ くす」,「社会的地位 を える」,
「人間 として向上す る」 を,「1,000万以上」は
「世の中につ くす」,「技術 を身につ ける」,「人
間 として向上す る」 を,相 対的に高 い割合 で選
択 してい る。
(d)世帯主の年齢 との関連
「10代・20代」 と 「30代・40代」 は 「技術 を
身につ ける」,「人 聞関係 をつ くる」,「社会的地
位 をえる」 をほぼ同 じ割合 で選択 してい る。た
だ前者で は 「人 間 として向上す る」の,後 者で
は 「生活費 を手に入れ る」 の割合が高 くな って
いる点が異な る。「50代・60代」 と 「70代以上」
は ともに 「世の 中に つ くす」が 平均 以上 で あ
り,前 者 は 「生活費 を手に入れ る」,後者 は 「技
術 を身 につ ける」の割合が高 くなってい る。
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(e)世帯主の職業との関連
ほ とん どの職業 において 「生活費 を手に入れ
る」は6割 以上 を 占め るが,「専門職 」では54
%で あ る。逆 に,7割 以上で は 「サ ービス職 」
の74%,「技術 ・管理職」の85%であ る。
「事 務職 」は 「人 間 として向上す る」,「販売
職」 は 「世 の 中に つ くす」,「生 活費 を 手 に 入
れ る」,「生産工程従事者」 は 「技術 を身につ け
る」,「サービス職」 は 「生活費 を手に入れ る」,
「専 門職」 は 「世 の中につ くす」,「人 間関係 を
つ くる」,「人間 として 向上す る」,「技術 ・技能
職」は 「生活費 を手 に入れ る」,「管 理職」は 「世
の中につ くす」,「人間関係 をつ くる」,「人 間 と




































































元 は余 り選 ばれず,コ ックと大工 ・僧 侶 との間
に ある。
問22は三つ まで選択 であ るが,回 答者 は一人
当 り2.2の職業 を選んでい る。20の職業 すべ て
について述べ るよ りも,200%比で11.2%以上 の
6う の職業 について クロス集計 をみてみ よ う。
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懸の経営者 ・医師 ・織元 ・問屋以外の中小企業
経営者 ・地方 公務員 ・小学校 教員,「大正」は
織充 ・問屋以外の中小企業経営者 ・機械工業技
術者,「昭和元年 ～ 終戦」は医師 ・織元 ・聞屋
以外の中小企業経営者 ・地方公務員 ・小学校教
員 ・機械工業技術者,「終戦 ～ 昭和29年」は大
企業の経営者 ・医師 ・織元閥屋以外の中小企業
経営者 ・地方公務員,「昭和 ～39年」は大企業
の経営者 ・織元 ・問屋以外の中小企業経営者 ・
地方公務員 ・機械工業技術者,「昭和40～49年」




前の織元,昭 和40～49年のコック ・理容師 ・図




・織元 ・問屋 以外 の中小企業経営者 ・地方公務
員,「持家(借 地)」は 医師 ・小学 校教員 ・機械
工業技術者,「民 間 借 家」は 地方 公務員 ・小学
校教員 ・機械工業技術者,「賃貸 マ ンシ ョン・ア
パー ト」 は大企業 の経営者 ・医師,「公団住宅」
は地方公務員 ・小学校教員 を相対的 に多 く選択
してい る。
その他 には,持 家(借地)の大工 ・警察官,賃
貸 マ ンシ ョン・アパ ー トの コ ック ・図案家 ・警
察官,「社宅 ・公務員住宅 」の コック ・理容師 ・
図案家,「借家 ・下宿 」の犬工 ・コ ック ・自動車




満」は 大 企業 の経営 者,「200～300万未満」 は
医師 ・地方公務員 ・小学 校教員 ・機械工業技術
者,「300～400万未満」 は 地方公務員 ・小学校
教員 ・機械工業 技 術者,「400～500万未満」 は
大企業の経営者 ・医師 ・織元 ・問屋 以外の中小
企業経営者(以 下すべ て この項 目が選 ばれてい
る)・地方公務員 ・機械工業技術者,「500～600
万未満」は医師 ・地方 公務員 ・小学校教員 ・機
械工業技術者,「600～800万未満」 は 大企業 の
経営者(以 下すべ て この項 目が選 ばれてい る)・
医師 ・小学校教 員,「800～1,000万未満」は 医
師 ・小学校教員,「1,000～1,500万未満」は 機
械工業技術者,「1,500万以上」は前述 した職業
を比較的高い割合で選 択 してい る。
その他で は,100万未満の 大工 ・自動車修理
工 ・理容師 ・自動車の運転手,200～300万未満
および400～500万未満の小売店主,500～600万
未満 の コック ・閥屋,600～800万未満 の織元 ・
自動車修理工,800～1,000万未満 の織元,1,000
～1,500万未満 の織元 ・図案家,1,500万以 上の
問屋 ・警察官 な どに特徴が ある。
(d)世帯主の年齢 との関連
「10代」は小学校教員,「20代」は 大企業の
経営者 ・医師,「30代」は 大企業の 経営者 ・医
師 ・小学校教員,「40代」は 大企業の 経営者 ・
織元 ・問屋以外の中小企業経営者 ・地方公務員
・小学校教員 ・機械工業 技術者,「50代」は 織

















経営者 ・医師 ・小学校 教員,「技術 ・技能 職」
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は大企業の経営者 ・地方公務員 ・小学校教員 ・
機械工業技術者,「管理職」は 大企業の 経営者
・医師 ・織元問屋以外の中小企業経営者 ・地方
公務員 ・小学校教員 を相対的に多 く選択してい
る。
その他の.:.,.では,販 売職 の問屋,生 産工程
従事者 の織元,サ ービス職 の大工 ・図案家 ・僧
侶,専 門職の僧侶,技 術 ・技能職 の自動車修理
工,管 理職のセールスマ ン ・織元 などに特徴が
ある。
3.職 業 選 択 の 基 凖
子 ど もに就 いて貰 いたい職業 を選択 した基準
を問 うもので あ り,こ の問23は三つ までの選択
で あるが,回 答者 は一人 当 り2.3の基準 をあげ
てい る。
(a)居住期間との関連
「明治 以前 」は教育(学歴)の高 さ ・収入の高
さ ・世間か ら受 ける尊敬 の大 きさ ・社会に対す
る貢 献の大 きさ,「 明治」は 教育 ・技能の高 さ
・責任 の大 きさ ・世間か ら受 ける尊敬 ・創造性
を発揮 で きること,「大正」は 技能 ・収入 ・社
会 に対す る影響力 の大 きさ ・創造性 ・自律 性の
高 さ,「昭和元年～終戦」は 教育 ・技能 ・責任
・貢献 ・影響力 ・創造 性 ・自律 性,「終戦～昭
和29年」 は 教育 ・収入 ・尊敬 ・影響力,「 昭和
30～39年」 は 教育 ・責任 ・影響 力,「昭和40～
49年」 は技能 ・責任 ・収入 ・尊敬 ・貢 献 ・影 響
力 ・創造性 ・自律性 の 高 さ,「昭和50年以後 」
は技能 ・収入 ・自律性 をあげてい る。
居 住期間 ご とに最 も高 い割合 で選 ばれた項 目
は,明 治以前 の社会に対す る貢 献の大 きさ,明
治の技能の高 さ,大 正 の収入の高 さ,昭 和元年
～終戦の社会に対す る貢献の大 きさ,終 戦～昭
和29年の収入の高 さ,昭 和30～39年および40～
44年の社 会に対す る貢献 の大 きさ,昭 和50年以
後 の収入の高 さ ・自律性 の高 さで ある。
(b)住居形態との関連
「持家(土地付 き)」は貢献 ・収入 ・自律性 ・







「100万未満」 は 教育 ・技 能 ・責任 ・尊敬 ・
貢献 ・影 響力 を,「100～200万未満 」は 影響力
を,「200～300万未満」は 技能 ・尊敬 ・貢献 ・
影響力 ・自律性 を,「300～400万未満 」は 教育
・技能 ・責任 ・収入 ・尊敬 ・創造性 を,「400～
500万未満」 は 教育 ・技能 ・責任 ・収入 ・影響
力 ・創造性 ・自律性 を,「500～600万未満」 は
教育 ・技能 ・責任 ・収入 ・創造性 を,「600～800
万未満」 は教育 ・収入 ・尊敬 ・貢献 ・影響力 ・
創造性 ・自律性 を,「800～1,000万未満」 は 教
育 ・技能 ・責任 ・収入 ・尊敬 ・貢献 ・影響力 ・
自律性 を,「1,000～1,500万未満」 は 教育 ・技
能 ・責任 ・収入 ・創造性 ・自律性 を,「1,500万
以上」 は収入 ・尊敬 ・貢献 ・創造性 ・自律性 を
それ ぞれ平均以上の割合で選 んで い る。
各所得階層 ごとに一番高 い割合で選 ばれた項
目は,100万未満 ・100～200万未満 ・200～300
万未満 ・300～400万未満 ・600～800万未満 ・800
～1,000万未 満 ・1,500万以上 の貢献,400～500
万未満 ・1,000～1,500万未満 の 自律性,500～
600万未満 の収入である。
(d)世帯主の年齢 との関連
「10代」は 尊敬 ・影 響力 ・自律性,「20代」
は技能 ・収入 ・尊敬,「30代」は 責任 ・収入 ・
影響力 ・創造性,「40代Jは 技能 ・責任 ・影響
力 ・創造性,「50代」は 教育 ・責任 ・収入 ・貢
献 ・創造性,「60代」は 教育 ・収入 ・尊敬 ・貢
献 ・影響力,「70代以上」は 教育 ・技能 ・尊敬
・自律性 を平均以上の割合で選択 してい る。






「事務職 」は教育 ・責任 ・貢献 ・影響力 を,
「販売職」は教育 ・責任 ・収入 ・尊敬 ・貢献 ・
創造性 ・自律性 を,「生産工程従事者」は 技能
・貢献 ・影響力 ・創造性 ・自律性 を,「 サ ービ
ス職」 は教育 ・技能 ・責任 ・尊敬 ・影響力 ・自
律 性を,「 専門職 」は 教育 ・責任 ・尊敬 ・貢献
・影 響力 ・自律性 を,「 技術 ・技能職 」は 教育
表N-2息 子












民 間 借 家
賃貸マンション・アパー ト
公 団 住 宅
































サ ー ビ ス 職










































































































































































































































































































































































































































































・技能 ・責任 ・収入 ・影響力 を,「管理職」は






職の責任 ・自律性,技 術 ・技能職の収入,管 理
職の貢献である。.






























































































































































































































































































































































































































































































































.労 使 、関 係
会社(使用者)と従業員の関係は,単純集計で
みると対立よりも協調がはるかに多い。対立15
%,恊 調74%である。以下,そ れぞれの独 立変
i数との クロス をみてい こう。
表N-3職 業 選 択 の 基 準 ゜o











民 間 借 家賃貸マンション
・アパー ト
公 団 住 宅
社宅・公務員住宅
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表N-6通 勤 の 有 無 (00)
(c)世帯 の年 間収入 との関係
「200万未満」は対立 優位,「600～1,000万未







































































































































































































































































































5.通 勤 関 係
(1)通 勤の有無
ここでは,平 均値 よ りも大 きい,あ るいは よ
り大 きい独立変数 のみ をあげてお く。(表N-7)
(2)通 勤の場所
通勤の場所通勤 の場所 は西陣学区,上 京区,
北区,そ の他 の京都市 の合計が269人(36.4%)
であ る。表jv-8から通 勤者 は305人(41.3%)で
あ るか ら,こ の269人とい う数字 は通勤者 の88
%で あ る。また,市 内通勤者269人(100%)の内
訳 は,西 陣学区61人(22.7%),上京区75人(29.
9%),34人(12.6%)であ る。
つ ぎに,各 独立変数 との関連で あるが,こ こ












「200万未満」は西陣学 区 ・北 区,「300～400
万未満」は上京区 ・その他 の京都市,「400～600
万未満」は西 陣学区 ・上京区 ・北区 ・その他 の
京都市,「600～1,000万未満」は 西陣学 区 ・北




















































「10代・20代」 は 上京区 ・北区,「30代 ・40
代」は西陣学区 ・上京区 ・その他 の京都市,「50
代 ・60代」 は 北区,「70代以上」は 西 陣学区 の
割合が高 い。
(e)世帯主の職業との関連








「単独世帯」は 西陣学区 ・上京区 ・北 区,
「夫婦のみの世帯」は西陣学区 ・その他の京都
市,「夫婦と未婚の 子どもからなる世帯」は上




























生 産 工 程
保 安 職
サ ー ビ ス 職
専 門 職技 術
管 理 職


















































































































































































































































































































































































































































「昭和40年以降」 は2時 間 までのいずれの項 目
も平均 よ り高 い。 とくに,30分～1時 間は他 の』
3倍に もな って いる。
(b)住居形態 との関係
「持家 」は1～2時 間,「 借 家」は2時 間 ま
でのいず れの項 目も¥/均よ り高い。
(o)世帯の年間収入との関連
「200万未満」は15分 以内 ・30分～1時 間,

























































































と子 供 夫 婦













































































































































































































































































未満」は15分 以 内 ・15～30分・1～2時 間,




は2時 間 までのいずれの項 目も¥/均よ り高 い。
「50代・60代」 は1～2時 間 の 割合 が 高 い。
「70代以上」いずれの項 目 も平均 以下であ るが
時間はすべて1時 間以内であ り,そ の うち15分
以内が53%である。
(e)世帯主の職業との関連
「事務職」は2時 間 までの すべて,「生産工
程従事者」は15分以内,「サービス職」は30分
～1時 間,「専門職」は15～30分・1～2時 間,
「技術 ・技能職」 は15分以内 ・30分～1時 間,
「管 理職」 は15分以 内 ・30分～1時 間 ・1～2
時 間が平均 よ り高 くなってい る。 「販売職」は




は30分～1時 間,「夫婦 と未婚の子どもか らな
る世帯」は15分以内 ・30分～1時 間 ・1～2時
間,「片親 と未婚の子どもか らなる世帯」は15
分以内,「二世代夫婦と未婚の子どもか らなる
世帯」は15分以内 ・15～30分,「片親と子 ども
夫婦と未婚の子どもからなる世帯」は15分以内
がそれぞれ平均 より高い。
(星 明)
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